
【 4,381,154,797 】 【 3,128,435,190 】

現 金 及 び 預 金 39,339,472 加 盟 店 未 払 金 1,612,125,588

会 員 未 収 金 3,645,709,810 他 社 未 払 金 264,221,505

営 業 貸 付 金 133,105,199 短 期 借 入 金 410,000,000

未 収 金 304,235,899 未 払 金 455,841,138

未 収 入 金 182,560,728 未 払 費 用 67,537,659

未 収 手 数 料 30,514,397 未 払 法 人 税 等 247,660,100

未 収 収 益 44,627,204 前 受 収 益 手 数 料 2,231,412

未 収 利 息 2,524,868 預 り 金 10,222,128

貯 蔵 品 25,582,624 賞 与 引 当 金 3,576,770

前 払 費 用 208,456 ポ イ ン ト 引 当 金 50,988,690

前 払 利 息 125,808 未 払 消 費 税 4,030,200

仮 払 金 512,315 【 31,998,980 】

貸 倒 引 当 金 △　27,891,983 リ ー ス 債 務 15,407,180

【 117,869,967 】 退 職 給 付 引 当 金 15,691,800

( 34,343,077 ) 役員退職慰労引当金 900,000

車 輛 運 搬 具 2,599,629 3,160,434,170

什 器 備 品 17,714,548

リ ー ス 資 産 14,028,900 【 1,338,590,594 】

 ( 無形固定資産 ) ( 10,415,094 ) ( 150,000,000 )

電 話 加 入 権 1,302,860 資 本 金 150,000,000

ソ フ ト ウ エ ア 9,112,234 ( 1,188,590,594 )

 ( 投資その他の資産 ) ( 73,111,796 ) 利 益 準 備 金 37,500,000

投 資 有 価 証 券 2,755,000 別 途 積 立 金 500,000,000

出 資 金 6,436,000 繰 越 利 益 剰 余 金 651,090,594

保 証 金 6,600,000 （当期純利益） ( 573,738,270 )

前 払 年 金 費 用 24,255,114

預 託 金 20,610

繰 延 税 金 資 産 33,481,072

貸 倒 引 当 金 △　436,000 1,338,590,594

4,499,024,764 4,499,024,764

第31期　決算公告

純   資   産   の   部

【 流 動 資 産 】 【 流 動 負 債 】

【 固 定 負 債 】

 ( 有形固定資産 )

負 債 の 部 合 計

（単位：円）

資   産   の   部

純 資 産 の 部 合 計

科      目 金      額

負   債   の   部

【 固 定 資 産 】

科      目 金      額

2020年6月26日

徳 島 県 徳 島 市 西 船 場 町 二 丁 目 １ ２ 番 地

阿 波 銀 カ ー ド 株 式 会 社

代 表 取 締 役 社 長 阿 部 丘

貸 借 対 照 表  （2020年3月31日現在）

資 産 の 部 合 計 負債及び純資産の部合計

【 株主資本 】

 ( 資  本  金 )

 ( 利益剰余金 )



重要な会計方針に係る事項に関する注記

１．資産の評価方法

（1） 有価証券

（2） 外貨建資産

２． 固定資産の減価償却方法

（1） 有形固定資産（リース資産を除く）

（2） 無形固定資産

（3） リース資産

（4） その他の資産

３． 引当金の計上基準

（1） 貸倒引当金

（2） 賞与引当金

（3） ポイント引当金

　　　　　　　　　　　　　（4） 退職給付引当金

数理計算上の差異・・

（5） 役員退職慰労引当金

４． その他計算書類作成のための基本となる事項

（1） リース取引

（2） 消費税の会計処理

５． 会計方針の変更

退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の
見込額に基づき、必要額を計上しております。また、数理計算上の差異の費用処理方法は以下のとおりでありま
す。

有価証券の評価は、子会社株式及び関連会社株式については移動平均法による原価法、その他有価証券のう
ち時価のあるものについて、株式は会計年度末1カ月の市場価格等の平均に基づく時価法、時価のないものに
ついては移動平均法による原価法又は償却原価法により行っております。

外貨建資産・負債は、外貨建ての時価に年度末日の為替相場により円換算した額で評価を行っております。

有形固定資産の減価償却は、定額法を採用しております。なお主な耐用年数は次のとおりであります。

建物        10年～20年          その他        2年～20年

自社利用のソフトウェアについては、当社における利用可能期間（5年）に基づく定額法により償却しております。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」中のリース資産は、リース期間を耐用年数とし、残
存価額を零とする定額法を採用しております。

各発生年度の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（10年）による定額法により按
分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から損益処理

役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払いに備えるため、役員に対する退職慰労金の支給見積
額のうち、当事業年度末までに発生していると認められる額を計上しております。

所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年4月1日前に開始する事業年度に
属するものについては、通常の賃貸借取引に準じた会計処理を行っております。

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

これまでＪＣＢカードのポイント引当金繰入の計上基準をポイント有効期限2年の確定交換実績率で算出する方
法により計上していましたが、ポイント有効期限が3年・5年に延長されたことと、ポイント有効期限3年の交換実績
率が確定したことにより、当事業年度よりポイント有効期限2年の引当金算出については有効期限2年の確定交
換実績率、ポイント有効期限3年・5年の引当金算出については有効期限3年の確定交換実績率にて算出する方
法へ変更いたしました。
この変更による当期純利益への影響額は22百万円（減少）であります。

長期前払費用については、利用可能期間（5年）に基づく定額法により償却しております。

資産の自己査定結果に基づき、破産・民事再生法等法的に経営破綻の事実が発生している債務者に係る債権
及び、それと同等の状況にある債務者の債権については、回収可能見込額を控除し、その残額を計上しており
ます。

上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績から算出した貸倒実績率等に基づき計上して
おります。

従業員の賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込み額のうち、当年度に帰属する額を計
上しております。

クレジットカ－ドに附帯するポイントの将来の利用による負担に備えるため、未利用の付与済ポイントを金額に換
算した残高のうち、将来利用される見込額を合理的に見積もり、必要と認める額を計上しております。


